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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくとも１本の糸（１）を案内するか又は処理するか又は搬送するための装置であっ
て、送りローラ（２）と該送りローラ（２）と協働する伴走ローラ（３）とを有し、糸（
１）が前記送りローラ（２）と前記伴走ローラとに２回以上巻付けられるようになってお
り、前記送りローラ（２）に配属された第１の電気モータ（７）と、前記伴走ローラ（３
）に配属された第２の電気モータ（８）と、制御導線（９．１，９．２）を用いて前記各
電気モータ（７，８）に接続された制御装置（１０）とを有し、該制御装置（１０）が前
記各電気モータ（７，８）を目標周波数で制御する形式のものにおいて、前記伴走ローラ
（３）の電気モータ（８）が非同期モータとして構成され、該非同期モータが目標周波数
で制御されかつモータスリップを有しており、伴走ローラ（３）が自動的に、送りローラ
の調整された周速度に適合させられることを特徴とする、少なくとも１本の糸を案内する
か又は処理するか又は搬送するための装置。
【請求項２】
　前記送りローラ（２）の電気モータ（７）が非同期モータとして構成され、該非同期モ
ータが実際周波数を測定するセンサを有し、前記実際周波数が信号導線（１２）によって
前記制御装置（１０）に目標周波数を修正するために与えられる、請求項１記載の装置。
【請求項３】
　前記伴走ローラ（３）の非同期モータ（８）が前記送りローラの非同期モータよりも著
しく高いモータスリップを有している、請求項２記載の装置。
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【請求項４】
　前記送りローラ（２）と前記伴走ローラ（３）とが直径比を規定可能である周面直径を
有し、前記各非同期モータ（７，８）がそれぞれ、極対数比を規定可能である所定数の極
対を有し、伴走ローラ（３）に対する送りローラ（２）の直径比が伴走ローラ（３）の非
同期モータ（８）に対する送りローラ（２）の非同期モータ（７）の極対比に等しい、請
求項２又は３記載の装置。
【請求項５】
　前記送りローラ（２）及び／又は前記伴走ローラ（３）が少なくとも１つの直径段を周
面に有している、請求項１から４までのいずれか１項記載の装置。
【請求項６】
　前記送りローラ（２）及び／又は前記伴走ローラ（３）が少なくとも１つの円錐状の周
面領域を有している、請求項１から５までのいずれか１項記載の装置。
【請求項７】
　前記送りローラ（２）及び／又は前記伴走ローラ（３）が周面を加熱する加熱手段を有
している、請求項１から６までのいずれか１項記載の装置。
【請求項８】
　前記伴走ローラの周速度が非同期モータの無負荷運転で前記送りローラの周速度よりも
０．１～１０％高くなるように前記伴走ローラが設計されている、請求項１から７までの
いずれか１項記載の装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は請求項１の上位概念による、少なくとも１本の糸を案内するか又は処理するか
又は搬送するための装置に関する。
【０００２】
　例えば紡績プロセスで糸を案内しかつ搬送するためには２回以上の糸巻付けを可能にす
るために送りローラと該送りローラに対応配置された伴走ローラとから成る装置を用いる
ことが公知である。この場合には送りローラは駆動され、伴走ローラはＥＰ１００１５２
１Ａ２号明細書に記載されているように駆動装置を有していても有していなくてもよい。
【０００３】
　ＥＰ１００１５２１Ａ２号明細書によれば送りローラと伴走ローラはそれぞれ１つの同
期モータとして構成された電気モータによって駆動されることができる。この場合電気モ
ータは送りローラと伴走ローラとをそれぞれ同じ周速度で駆動するために制御装置を用い
て目標周波数によって制御される。駆動装置の設計は、できるだけ一定の糸速度を維持す
るためには送りローラの周速度と伴走ローラの周速度とが一定に保たれなければならない
ことがベースとなっている。しかし実地においては送りローラの外周面又は伴走ローラの
外周面におけるわずかな不精度ですら、周速度を直接的に変化させる周面直径の偏差を発
生させる。これは、糸が伴走ローラの周面の上で制動されるか又は先行を伴って案内され
る結果をもたらす。しかしこのような交番作用は一定しない糸走行の原因となり、平行し
て並んで走行する複数本の糸を案内する場合には不都合である。
【０００４】
　したがって本発明の課題は冒頭に述べた形式の装置を改良し、糸が送りローラの周面と
伴走ローラの周面とにおいてほぼ一定の速度で案内されるようにすることである。
【０００５】
　前記課題は本発明によれば、伴走ローラの電気モータが非同期モータとして構成され、
この非同期モータが目標周波数で制御されかつモータスリップを有していることで解決さ
れた。本発明の利点は、伴走ローラが走行ローラの実際の周速度に対応させられた周速度
で運転され得ることである。伴走ローラの非同期モータが調整フィードバックなしで制御
されることで非同期モータの負荷に関連したモータスリップによって伴走ローラの周面に
おいてはほぼ糸の速度、ひいては送りローラの周速度によって決められた周速度が調節さ
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れる。
【０００６】
　本発明の特に有利な実施例によれば、送りローラの電気モータも同様に非同期モータと
して構成されているが、この電気モータは調整フィードバックを有している。このために
は送りローラの非同期モータには実際周波数を測定するために役立つセンサが付属させら
れている。信号導線を介し実際周波数は制御装置に供給され、この制御装置にて目標周波
数の修正が行なわれる。送りローラの非同期モータも伴走ローラの非同期モータも制御装
置の目標周波数で制御されるので、目標周波数の変化は相応して伴走ローラの非同期モー
タにも与えられる。これは、負荷に際して非同期モータが傾向的に同じフィールドオリエ
ンテーションで運転されることができ、伴走ローラが送りローラを助けて総引張り力を生
ぜしめるという利点を有している。
【０００７】
　周速度のできるだけ高い適合性を得るためには、本発明の有利な構成によれば、伴走ロ
ーラの非同期モータはできるだけ電気的に柔軟に設計されている。つまり伴走ローラの非
同期モータは比較的に大きなモータスリップを有している。これに対し送りローラの非同
期モータはできるだけわずかなモータスリップで構成されている。
【０００８】
　送りローラと伴走ローラはほぼ同じ大きさの周面直径を有していることができる。しか
し、有利には伴走ローラは著しく小さい周面直径で構成される。このためには伴走ローラ
の非同期モータは、目標周波数を相応の周速度に変換するために、送りローラの非同期モ
ータよりもわずかな極対数をもって構成されている。伴走ローラに対する送りローラの直
径比が伴走ローラの非同期モータに対する送りローラの非同期モータの極対数比に等しい
関係を維持することによって送りローラと伴走ローラとにおいて任意の直径差を設けるこ
とができる。
【０００９】
　しかし、送りローラと伴走ローラとの間で巻付けられた糸の糸緊張力を意識的に変化さ
せることもできる。このためには送りローラ及び／又は伴走ローラは少なくとも１つの直
径段を有している。この構成は有利には最後の糸巻付け内で送りローラと伴走ローラとの
間で糸を搦ませるために特に有利である。
【００１０】
　糸緊張力の漸増的な変化を得るためには送りローラ及び／又は伴走ローラが少なくとも
１つの円錐状の周面領域を有することができる。
【００１１】
　糸を加熱するためには有利には送りローラは加熱手段をもって構成されている。したが
って送りローラの周面は糸の処理に必要な温度を有する。
【００１２】
　伴走ローラの非同期モータのスリップをより効果的に活用するためには伴走ローラの周
速度が非同期モータの無負荷運転で０．１～１０％、送りローラの周速度の上側にあるよ
うな調節が有利である。これによって有利な形式で伴走ローラにおける糸の制動力を活用
することができる。
【００１３】
　以下、本発明のさらなる利点を本発明の装置の有利な実施例に基づき添付図面を参照し
ながら詳細する。
【００１４】
　図１には本発明の装置の第１実施例の概略的な側面図が示されている。当該装置は送り
ローラ２と該送りローラ２に対し間隔をおいて交差して配置された伴走ローラ３を有して
いる。送りローラ２は保持体４．１に片持式に回転可能に支承されておりかつ駆動軸５に
よって電気モータ７と結合されている。送りローラ２の電気モータ７は非同期モータとし
て構成されている。非同期モータ７は制御導線９．１を介し制御装置１０に連結されてい
る。送りローラ２の非同期モータ７には非同期モータ７の実際周波数を検出するためのセ
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ンサ１１が設けられている。センサ１１は信号導線１２によって制御装置１０に接続され
る。
【００１５】
　伴走ローラ３は保持体４．２に片持式に支承されており、駆動軸６を介して電気モータ
８により駆動される。伴走ローラ３の電気モータ８は非同期モータとして構成されている
。非同期モータ８は制御導線９．２を介して制御装置１０に接続されている。
【００１６】
　図１には本発明の装置が運転状態で示されている。この場合には糸１は２回以上巻掛け
られて送りローラ２と伴走ローラ３を介して案内されている。この実施例では１本の糸だ
けしか示されていない。しかし本発明の装置は２本以上の平行に走行する糸を案内するた
めに用いると有利である。糸を例えば紡糸ノズルから引出すか又はドラフト域にてドラフ
トするためには送りローラ２と伴走ローラ３とはほぼ同じ周速度で駆動される。このため
には送りローラ２の非同期モータ７は制御装置１０により所定の目標周波数で制御される
。送りローラ２にて目標回転数を得るためには送りローラの非同期モータ７の実際周波数
値はセンサ１１により検出されかつ信号導線１２により制御装置１０に供給される。これ
により送りローラ２は非同期モータ７のモータスリップとは無関係である所定の目標回転
数で駆動されるようになる。
【００１７】
　非同期モータ８による伴走ローラ３の駆動は、制御装置１０により制御導線９．２を介
し非同期モータ８に与えられる同じ目標周波数で行なわれる。非同期モータ８は送りロー
ラの非同期モータに較べて数の少ない極対を有している。この極対数は送りローラ２の周
面直径と伴走ローラ３の周面直径との直径比に相応して選択される。伴走ローラ３の非同
期モータ８は特に電気的に柔軟に構成されており、ひいては比較的に高いモータスリップ
を有している。したがって伴走ローラ３の実際周速度は非同期モータ８の高いモータスリ
ップに基づきそのつどの負荷状態に適合させられるので、送りローラ２と伴走ローラ３と
の間で糸に不都合な交番作用が発生することはなくなる。したがって伴走ローラ３の未調
整の周速度は調整された送りローラ２の周速度にほぼ等しくなる。
【００１８】
　図２においては本発明による装置の別の実施例が概略的に示されている。図２の実施例
は図１の実施例とほぼ同じであるので、ここでも先きの記述が当嵌まり、以後はその相違
だけを示すことにする。その際、同じ機能を持つ構成部分には同じ符号が付けられている
。
【００１９】
　送りローラ２と伴走ローラ３とを駆動するためには非同期モータとして構成された電気
モータ７と８とが使用される。送りローラ２の非同期モータ７と伴走ローラ３の非同期モ
ータ８とは同等に構成されている。何故ならば送りローラ２と伴走ローラ３とは同じ大き
さの周面直径を有しているからである。送りローラ２を駆動するための非同期モータ７の
調整と伴走ローラ３の非同期モータ８の制御は先きの実施例と同様に行なわれる。非同期
モータ７と８の各々は制御装置１０によって与えられた目標周波数で制御される。この場
合、目標周波数は制御装置１０において送りローラ２の非同期モータ７の実際周波数に応
じて求められかつ設定される。
【００２０】
　先行する実施例とは異なって図２に示された実施例の場合には送りローラ２は直径段１
３を持って構成されている。伴走ローラ３は直径段を有していない。したがって糸の最後
の巻付けにおいては送りローラ２の周面の直径段１３における移行部において、送りロー
ラ２と伴走ローラ３との間に糸１における糸緊張力の減退をもたらす速度差が発生する。
これは例えば送りローラ２と伴走ローラ３との間で糸１を搦ませるために有利に使用する
ことができる。このためには図２には搦ませノズル１４が破線で示されている。
【００２１】
　図１と図２とに示された実施例は有利には、送りローラ２が同期モータで駆動されるよ
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うにも構成されていることができる。この場合には送りローラ２の同期モータと伴走ロー
ラ３の非同期モータとは同じ目標周波数で制御装置１０によって制御される。しかしなが
ら送りローラを非同期モータで駆動することも可能である。この場合にはモータの非同期
成分はスイッチオンしてから目標周波数に達成するまでの有利な始動を保証する。同期成
分は目標周波数に達した場合に送りローラが目標周波数とは異ならない周波数で駆動され
ることを保証する。したがって複数の送りローラが共通の変圧整流器を介して制御される
こともできる。
【図面の簡単な説明】
【００２２】
【図１】本発明の装置の第１実施例の概略図。
【図２】本発明の装置の別の実施例の概略図。
【符号の説明】
【００２３】
　２　送りローラ、　３　伴走ローラ、　４．１，４．２　保持体、　５　駆動軸、　６
　駆動軸、　７　電気モータ、　８　電気モータ、　９．１，９．２　制御導線、　１０
　制御装置、　１１　センサ、　１２　信号導線、　１３　直径段、　１４　搦ませノズ
ル

【図１】 【図２】
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